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技術革新の「棲み分けモデル」

技術の意味形成のダイナミクスと、技術革新の非決定論的分析にむけた含意。
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606-0962 京都市左京区松ヶ崎御所海道町2-1
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１．概要

　本稿は、技術革新の議論において取り上げる事例が、製品技術の置き換えなのか棲み分け
なのかという違いは、技術そのものについての捉え方、ひいては、世界観の違いを意味する
ため、異なる論理の示唆を導くことを主張する。
　製品市場の変動を観察するとき、まず目に付くのは、レコードがＣＤに取って代わられる
といった技術の置き換えである。しかし、いったんはテレビに置き換えられるかに思われた
映画が、テレビの登場をきっかけに新たな成長をとげたように、棲み分ける場合もある。マ
ーケティングの基本概念である差別化は、マネジメントの視点から見た技術の棲み分けと
いえる。技術の棲み分けは、マーケティング行動をとる企業にとって重要であるだけでなく
市場の多様化と拡大という側面に関わるため、重要な現象である。にもかかわらず、経営学
における技術革新の議論においては、技術の棲み分けを視野の中心に置いた分析がなされ
てこなかった。
　本稿は、技術の棲み分けを捉えるための概念枠組みを構成することを試みる。そのために
まず、既存研究の流れをたどり、研究の焦点が、技術革新の要因を探索することから、技術の
意味付けを可能にする社会的コンテクストの変化を捉えることへと変化しながらも、変化
のメカニズムを十分に捉えられないでいることを指摘する。つづいて、既存研究が分析事例
として置き換えを視野に置いてきたことに注目し、既存研究が何を意識されないまま前提
してきたかを、技術の存在論にまでさかのぼって検討する。その結果、既存研究は、非決定論
的分析を行おうと意図しながら、技術を少なくとも観察者(研究者)にとっては外在するも
のとして前提し、その結果、技術革新を製品技術の置き換えとして捉え、ユーザーのタスク
における変化を分析することの制約になっている(表１)ことを主張する。

表１　既存研究と「棲み分けモデル」の対比1

既存研究 技術革新の「棲み分けモデル」
注目する製品技術の変化 置き換え 棲み分け

事例 真空管と半導体など 映画とテレビなど
技術の捉え方 物理的な製品技術 タスク技術観

技術革新の捉え方 製品技術の置き換え タスク技術観の変化
視点の所在 観察者 利用者
世界観 決定論 非決定論

技術の戦略
所与の需要に適合する
メーカー主導の計画によ
る製品技術の置き換え

需要を所与とせず
ユーザーの使用経験の蓄積による
意味形成による棲み分け

マーケティング行動
問題解決型

リニアな開発モデル
教育型プロモーション

問題発見型
ラピッド・プロトタイビング

対話型営業

２．技術革新についての既存研究の流れ

　(1)　技術革新の要因の探索とその限界の認識
　技術革新の研究は、まず、変数として実在する技術革新の、原因変数を探索することから

1
 表の作成に際しては、古賀広志氏(流通科学大学)と松嶋登氏(神戸大学大学院博士課程 2年)から、重要な示唆をいただ

いている。
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始まった。そこでは、技術革新の要因は、技術の物理的性能であるとする技術プッシュ説と、
需要が技術革新を誘導するのだとする需要ブル説との間で論争がなされた。しかし、実証研
究の蓄積とともに需要プル説が優位となる(例えばUtterback (1974))。需要プル説は、製品
開発活動はまず市場の需要を探索することから始まる(Urban and Hauser (1980))、あるい
は、業績の高い企業は顧客の声を採り入れているものだ(Peters and Waterman (1982))と
いった形で今日においても支配的である。
　しかし、技術革新を引き起こすのは技術なのか需要なのかと概念化して検討すれば、双方
の存在それ自体は否定できない。このため、両者を便宜的に取り込む相互作用説(例えば
Kline(1990))や、所与の要因を想定しない技術のシステム性による説明(Rosenberg(1976); 
Constant (1980))が試みられてきた。これらの研究の蓄積は、技術革新の要因変数の探索の
限界の認識をもたらしたといえる。

　(2)　産業レベルの技術革新と企業の盛衰：技術の意味付けへの関心
　 以上のように技術革新の要因についての議論とは時期を同じくして、産業レベルでの技
術革新と企業の盛衰について、歴史的な視点に基づいた研究が蓄積され、それは以下のよう
に整理できる。
　 旧技術がより優れた新技術によって置き換えられるとき、トップ企業が交代するという
劇的な変化を生じる (Foster(1986))。その際、流動的な段階と安定的な段階が繰り返され、
その移行期には、新技術の使用経験にもとづいて「ドミナントデザイン」が形成され、新技術
市場に参入した小さな企業が急成長するとともに、旧技術で支配的だった企業が衰退する
(Abernathy and Utterback (1978))。これは、ドミナントデザイン形成の前後で、技術パラ
ダイムの転換(Dosi(1982))が起こっているためである。より具体的には、製品のモジュール
間の関係と、それに対応した組織の各部門の関係のあり方の変化を伴うため、対応が困難な
のである(Henderson and Clark (1990))。この関係の変化は組織内に限定されず、顧客との
つながりにおいても観察される(Clark (1985)) 。このような破壊的技術が登場する際には
新技術がどのような顧客によってどのような用途に用いられるかは事前に予測することは
できないため、安定的な段階とは異なるマネジメントが必要である(Christensen (1999))。
企業の成果に決定的な影響をもつ顧客や業界のルールの変化とは、技術の意味付けの変化
を意味する。そして、この意味付けは、技術と需要の相互作用によって形成される。産業レベ
ルの技術革新研究の蓄積によって、技術の意味付けの形成と変化の重要性が認識され、技術
と需要の相互作用への関心が高まったと考えられる。

(3)技術の意味付けの変化に注目した議論
技術と需要の相互作用を捉えるために、外在的な要因によらない非決定論的な説明が試み
られてきた(沼上(1992); 石井(1993); Williams&Edge(1996); 加藤(1997); 加藤(1999))。
これらは、技術が社会的に構成される側面に注目し、決定論を克服しようとして、社会的コ
ンテキストによって説明を試み、技術革新の要因を探索するといった決定論的な分析を克
服する方向性を示した点で重大な功績がある。そして結果として明らかにされた課題は、社
会的コンテキストが変化するメカニズムの解明だといえる。
しかし、既存研究は、ここまで問題を整理しながら、メカニズムの解明は十分ではなく、と
きに解釈学との違いが不明瞭になったり、社会コンテクストが規定するかのような記述に
なって決定論的な印象を与えることもある。このような困難が生じるのはなぜだろうか。

３．「技術革新」の議論が視野におく「技術」の範囲の検討

　 技術革新の議論において用いられてきた事例は、そのほとんどが製品技術の置き換えで
ある。しかし、現実に技術革新と呼ばれるのは、製品技術だけではなく、ビジネス・システム
やノウハウまでもが含まれる。そのため、技術革新の普及要因の探索と普及曲線の予測に膨
大な実証研究を蓄積した普及理論において、技術革新とは、個人や他の採用単位が新しいと
知覚したアイデア・行動・対象物であり、客観的新しさは重要ではなく(Rogers and 
Shoemaker (1971); Rogers (1982))、採用することで既存の生産や消費のパターンを変化
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させたもの(Robertson (1971))として捉えられている。
　 技術革新が製品技術の置き換えだけでないとなれば、技術の定義も製品技術に限定する
ことはできない。技術はむしろ、タスクの確実性を高める知識として捉えるべきである(宗像 
(1988); Winograd and Flores (1986))。そこでは、技術として視野の中央に焦点化されるのは、製
品技術の利用によって達成されているタスクである。端的な表現をすれば「我々は、製品技術を
利用しているのではなく、仕事をしている」のである。であるならば、技術革新において最も本質
的なことは、製品技術の変化ではなく、タスクのあり方の変化である。そして、タスクの変化は、新
たな製品技術の登場によって媒介される。このように技術と技術革新を捉え直したとき、新技術
の「インパクト」といった外在的要因によって技術革新を記述する決定論的説明とは、全く異な
る様相が見えてくる。

４．事例：医療診断機器における技術革新(ＣＴとＭＲＩ)2

医療の診断というタスクにおいて、ＣＴ(人体に照射したＸ線ビームの減衰度を測定して断層
画像を構成する技術)とＭＲＩ(磁石を利用して生じる電波を測定して断層画像を構成する技
術)は、医療関係者によって、この30年間で生じた代表的な技術革新だと考えられている。
ＣＴは1972年に実用化され、明瞭な断層画像をコンピューターによって再構成することで、そ
れまで熟練に頼るしかなかった高度な診断を容易にしたため、特に米国と日本において急速か
つ大量に普及した。しかし、ＣＴの使用経験の蓄積とともにその限界が認識され、その限界を克
服するものとしてＭＲＩが1980年代初頭に注目を集めたときには、ＣＴはＭＲＩによって置き
換えられるだろうとも考えられていた。しかし、実際に双方を使い比べてみると、それぞれに一
長一短があることが知られるようになり、その結果、双方が他方にできなくて自分にできる領域
をそれぞれの位置づけと成して棲み分けるようになった。
さらに、製品技術の棲み分けの過程で、診断というタスクの捉え方も変化する。ＣＴが登場した
当初には、あたかも診断というタスクを行うのはＣＴによって撮影される優れた画像であり、し
たがって診断における関心事はより優れたＣＴ画像の撮影だったのに対して、ＭＲＩとの棲み
分けがなされるころには、ＣＴによる画像とＭＲＩによる画像は使い分けるものであり、診断を
行うのは画像ではなく医師の洞察力だということが改めて強調されるようになる。
　
５．結論

　
　旧い製品技術は置き換えられずに棲み分けることがあり、その際、互いが互いのコンテキ
ストになることで、双方の意味付けを可能にしている3。意味付けの変化の過程は、旧技術の
使用によって形成されたタスク技術観にもとづいて新技術が使用され、そのことによって
認識された差異によってタスク技術観が問い直され、競合し置き換えられると考えられて
いた新旧２つの技術が棲み分ける意味付けをもつに至ったといえる4。技術革新をこのよう
に見るとき、製品技術の置き換えは、棲み分けの失敗として位置付けることができる。
 このような捉え方の特徴は、製品技術の利用者による、自らのタスクに対する主体的な働
きかけによって、複数の製品技術の差異の認識とタスクの問い直しが可能になっているこ
とを視野の中心におくことである。このように見れば、従来の議論で顧客の視点が十分に取
り込めなかったのは、製品技術の利用主体を、需要と技術に受動的に従う消極的な存在とし
て捉えてきたからだといえる。そう考える限りにおいては、分析を行うには技術と需要だけ
で十分であり、それゆえ既存研究は相互作用を分析しようとしながら、複雑な意味形成の現
実が捉えられてこなかったといえる。
　技術革新の「棲み分けモデル」が提示されたことにより、顧客の視点を取り込んだ技術革
新の分析が可能になり、技術の意味付け変化のメカニズムの探求の手がかりとなりうる。そ
してこのことは、製品技術の置き換えに注目する視点と異なるマネジメントを導く。たとえ
ば、技術戦略の方向性は、所与の需要を探索して適合するメーカー主導の計画による製品技

2

  データは、映像情報(1969~1999)、画像診断(1981~1999)、新医療(1976~1999)を解釈して構成された入江(2000)による。
3
 この分析に際しては、上野 (1999) の提示した枠組みを援用している。

4
 この分析に際しては、松嶋 (1999) の提示した枠組みを援用している。
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術の置き換えではなく、需要を所与とせずにユーザーの使用経験の蓄積による意味形成に
よる棲み分けとなる。取るべきマーケティング行動は、問題解決型でリニアな開発モデルの
なかで教育型プロモーションを行うものではなく、問題発見型でラピッド・プロトタイビ
ングや対話型営業を伴うものとなる。さらには、先発者優位か同質化か、という視点ではな
く、新たな価値創造の主体のひとつとして先発者は捉え直されるし、注目度が低かった旧い
技術の市場の新たな再構成にも焦点が当てられることになる。
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１．概要	
 

	
 

本稿の目的は、従来の技術革新の議論において取り上げられてきた事例が、じつは技術革新に

ついて限られた領域の理解に基づいており、より全体的に技術革新を理解するためには、全く異

なった論理が必要とされることを主張することにある。	
 

	
 産業レベルでの技術革新について蓄積されてきた議論は、次のように整理できる。旧技術がよ

り優れた新技術によって置き換えられるとき、トップ企業が交代するという劇的な変化を生じる	
 

(Foster(1986))。その際、流動的な段階と安定的な段階が繰り返され、その移行期には、新技術

の使用経験にもとづいて「ドミナントデザイン」が形成され、新技術の市場に参入した小さな企

業が急成長するとともに、旧技術で支配的だった企業が衰退する(Abernathy	
 and	
 Utterback	
 

(1978))。これは、ドミナントデザイン形成の前後で、技術パラダイムの転換(Dosi(1982))が起

こっているためである。より具体的には、製品のモジュール間の関係と、それに対応した組織の

各部門の関係のあり方の変化を伴うため、対応が困難なのである(Henderson	
 and	
 Clark	
 (1990))。

この関係の変化は組織内に限定されず、顧客とのつながりにおいても観察される(Clark	
 (1985))	
 。	
 

	
 これらの議論が前提にしている視点から技術革新を観察するとき、まず目に付くのは、馬車が

自動車に取って代わられるといった製品技術の置き換えである。しかし、いったんはビデオに置

き換えられるかに思われた映画が、ビデオの登場をきっかけに新たな成長を遂げているように、

新旧の製品技術が「棲み分ける」場合もある。このように技術革新において製品技術が棲み分け

ることは、単に中心的な事例として分析がなされてこなかったというだけではない。製品技術が

棲み分けることは、市場においては多様化と拡大の側面に関わり、企業から見たときには差別化

に対応するため、重要な現象なのである。にもかかわらず、経営学における技術革新の議論にお

いては、製品技術の棲み分けを視野の中心においた分析がなされてこなかった。そして、ここで

確認すべきことは、本稿は棲み分けの分析が重要であることを主張するが、その根底には、技術

革新の存在論に関わる問題を伴っていることを明らかにすることに、より大きな重点があること

である。	
 

本稿は、技術の棲み分けを捉えるための概念枠組みを構成することを試みる。そのために、ま

ず、既存研究の流れをたどり、その問題点を明らかにする。従来の研究は、その焦点が、技術革

新の要因を探索することから、製品技術の意味付けを可能にする社会的コンテクストを捉えるこ

とへと変化してゆく。しかしながら、そのメカニズムを十分に捉えることができなかった。	
 

ここで、根元的に問題なのは、既存研究では、分析対象として具体的な製品技術の置き換えの

みを視野に置いてきたことである。そのことが、非決定論的分析を行おうと意図しながら、技術

を少なくとも観察者(研究者)にとっては外在するものと、自覚せずに想定することになり、技術

革新を具体的な製品技術の置き換えとしてのみ捉えてきたのである。これに対して、本稿では、

製品技術を利用するユーザーの視点に立って、タスク技術の変化こそが技術革新であることを主

張し、従来の研究の問題点を克服することを試みる。	
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２．技術革新についての既存研究の流れ	
 

	
 

技術革新の研究は、まず、変数として実在する技術革新の要因としての変数を探索することか

ら始まった。そこでは、技術革新の要因は、技術の物理的性能であるとする技術プッシュ説と、

需要が技術革新を誘導するのだとする需要ブル説との間で論争がなされた。そして、実証研究の

蓄積とともに需要プル説が優位となる(例えば Utterback	
 (1974))。需要プル説は、製品開発活

動はまず市場の需要を探索することから始まる(Urban	
 and	
 Hauser	
 (1980))、あるいは、業績の

高い企業は顧客の声を採り入れているものだ(Peters	
 and	
 Waterman	
 (1982))といった形で今日に

おいても支配的である。	
 

しかし、技術革新を引き起こすのは技術なのか需要なのかと概念化して検討すれば、双方の存

在それ自体は否定できない。このため、両者を便宜的に取り込む相互作用説(例えば

Kline(1990))、技術のシステム性による説明(Rosenberg(1976);	
 Constant	
 (1980))が行われた。

ところが、これらも概念化して整理すれば、やはり、技術と需要が技術革新を導くという帰結に

なる。結局のところ技術や需要に対する組織の最適化過程という進化論的な説明になってしまう

のである。これは、決定論として、外在的な要因に原因を帰属させる、技術プッシュ説や需要プ

ル説と同じ問題を抱えることになる(松嶋(2000))。	
 

この問題に直接答えることを意図していたわけではないものの、Christensen	
 (1999)は、技術

革新を、技術や需要などの外在的要因によって規定されるものとせずに、それらをを含んだ自社

のバリュー・ネットワークと不可分な存在であることを描いている。クリステンセンが描いた現

象の理論的含意は、石井(1993);	
 Williams	
 and	
 Edge(1996);	
 加藤(1997);	
 加藤(1999)などが試

みてきた、技術革新が外在的な何かによって決定されるわけではない、ということである。これ

らは、製品技術の意味付けが社会的に構成される側面に注目し、技術革新の要因を探索するとい

った、決定論的な分析を克服する方向性を示した点で重大な功績がある。	
 

しかし、これらの研究では、ときに、あたかも新たな技術の解釈や社会コンテクストが技術革

新を規定するかのような記述になり、決定論的な印象を与える。これは、製品技術の意味付けが

変化してゆくメカニズムの解明が十分でないためである。そして、このような困難は、既存研究

が技術革新の分析対象を具体的な製品技術に限定しているために生じていると考えられるので

ある。	
 

	
 

３．技術革新の棲み分けモデル	
 

	
 

	
 従来、技術革新の議論において用いられてきた事例は、そのほとんどが製品技術の変化である。

しかし、現実に技術革新と呼ばれるのは、具体的な製品技術だけではなく、ビジネス・システム

やノウハウまでもが含まれる。実際、技術革新の普及要因の探索と普及曲線の予測に膨大な実証

研究を蓄積した普及理論においては、技術革新とは、個人や他の採用単位が新しいと知覚したア

イデア・行動・対象物であり、客観的新しさは重要ではなく(Rogers	
 and	
 Shoemaker	
 (1971);	
 Rogers	
 

(1982))、採用することで既存の生産や消費のパターンを変化させたもの(Robertson	
 (1971))と

して捉えられている。	
 

技術革新が具体的な製品技術のみにとどまらないとすれば、より一般的な技術の定義も製品技

術に限定することはできない。技術はむしろ、タスクの確実性を高める知識として捉えるべきである(宗

像	
 (1988);	
 Winograd	
 and	
 Flores	
 (1986))。そこでは、技術として視野の中央に焦点化されるのは、現場

においてタスクを達成するために用いられるタスク技術である。タスク技術の中にはもちろんのこと製品

技術の利用も含まれる。しかし、技術革新において最も本質的なことは、具体的な製品技術の変化のみで

はなく、タスク技術という観念や構想レベルでの変化なのである（沼上(1992)）。	
 

技術革新をタスク技術の変化と見ることは、ひるがえっては、具体的な製品技術についても従来とは異
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なった見えをもたらす。従来の見方のように、技術革新を具体的な製品技術の変化とすれば、技術革新と

して認識できる劇的な変化は、製品技術が置き換えられる場合に限定される。これに対して、技術革新を

タスク技術の変化と見れば、製品技術はその中に埋め込まれており、タスクを達成するためのリソースの

一つでしかない。換言すれば、製品技術は人々の活動の中で独自に意味づけられており、製品技術固有の

機能が備わっているわけではない。	
 

それゆえ、なにが新しい製品技術であり、なにが旧い製品技術であるのかは、観察者の視点から一方的

に与えることはできない。新しい製品技術は、旧い製品技術が用いられていたタスク技術において意味づ

けられるし、このことが同時に、旧い製品技術の意味付けも変えてゆく。新旧二つの製品技術の意味付け

は相互に影響しあっていくのである。そして、タスク技術と製品技術の使用は不可分であるため、製品技

術の意味付けの変化は、同時に、タスク技術の変化でもある。このような状況が、事後的に「技術革新」

と呼ばれているのであって、技術革新という実体が存在するわけではない。	
 

このように、技術革新をタスク技術の変化として捉えれば、技術革新における具体的な製品技術レベル

での変化は、置き換えではなく、棲み分けとして立ち現れる。そして、このことは、新技術のインパクト

や市場の潜在需要といった、外在的要因によって技術革新を記述する決定論的説明とは、まったく異なる

論理で説明がなされなければならない。	
 

	
 

４．事例：医療診断機器における技術革新(ＣＴとＭＲＩ)	
 

	
 

医療の診断というタスクにおいて、ＣＴとＭＲＩは医療関係者によって、この30年間で生じた代表的な

技術革新だと考えられている。ＣＴとは、人体に照射した「Ｘ線ビーム」の減衰度によって人体の断層画

像を構成する画像診断装置であり、ＭＲＩとは、体内の原子核（主に水素原子核）が発する「電波」を測

定して人体の断層画像を構成する画像診断装置である。ＣＴは1973年頃から病院組織に導入が始まり、主

な病院にＣＴがひととおり普及した1983年頃に、ＭＲＩの導入が始まった。	
 

ＣＴが登場するまでは、体内の様子を視覚的に把握するには、Ｘ線レントゲン撮影による投射映像によ

るしかなかった。Ｘ線レントゲンは、漠然とした投射映像であるため、臓器が折り重なって移るため、深

さの情報が欠けている。このため、Ｘ線レントゲン写真から病変を特定するためには、極めて高度な熟練

が必要とされる。これに対してＣＴの登場によって、コントラストの高い断面画像を取り出せるため、そ

れまで診断が困難だった多くの病変を、新米の医師でも容易に診断できるようになった。このため、ＣＴ

は、Ｘ線レントゲンを超えるものとして、特に日本と米国の病院組織に爆発的に導入され、今日では、中

規模以上の病院において、ＣＴは標準的な設備となっている。ＣＴの導入から10年後に導入が始まったＭ

ＲＩも、ＣＴでは見えないものを撮影できることから、ＣＴ以来の技術革新として大きな注目を集めた。	
 

この技術革新の事例においてＭＲＩが登場したとき、当初はＭＲＩの技術的な適用可能性の広さから、

ＣＴはＭＲＩに取って代わられるだろうと考えられがちであった。ＣＴとＭＲＩは、いずれも、体表面で

検出されたＸ線や電波などのエネルギー量を数値化し、コンピューター処理することで、人体の断面画像

を構成する。ところが、ＣＴにおいて、体内組織の密度差を検出するために外部から照射されるＸ線ビー

ムは、骨や金属など固いものの影に回り込む性質があるため、診断の必要性が極めて高い頭蓋底部や複雑

骨折などの入り組んだ構造を撮影すると、もやがかかったようになり、ほとんど判別不能であった。これ

にたいして、ＭＲＩは、測定するエネルギーを外部から照射するのではなく、細胞内の原子核が発する電

波を測定するため、このような問題点は解消される。さらに、特定波長の電波の強さは原子核の密度を反

映するため、水分・リン・窒素など、生化学的成分の情報を得ることができる。このことによって、物理

的密度情報しか取り出せないＸ線ビームの減衰度では区別できなかった、正常細胞・癌・腫瘍・血腫など

を識別できる。これらの理由に加えて、ＭＲＩはＣＴと異なり、人体に有害な放射線を用いないことから、

ＭＲＩはＣＴを置き換えると考えられたのである。製品技術の技術特性だけから見れば、これは当然のこ

とである。	
 

ところが、医療現場のタスク技術から見ると、異なる様相が現れる。ＭＲＩは、まず、撮影速度が遅い
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ため、拍動する心臓や蠕動する腸、じっとできない子どもなどには適用できない。さらに、原子核に電波

を放出させる際に強力な磁石を使うため、ペースメーカーや人工骨、注射針、手術道具など、体内外の金

属を激しく引きつけてしまう。このため、もっとも診断の必要性が高い状況の一つである救急時にはＭＲ

Ｉを使うことができない。	
 

このような問題は、ＭＲＩが登場して初めて生じた問題であり、ＣＴだけを利用していた頃には、認識

されなかった。ひるがえって、ＭＲＩの使用によってこのような問題点が認識されることで、それまで意

識されなかったＣＴの側面に注目が集まることになった。その側面とは、ＣＴの撮影速度の速さと撮影中

に金属を使用できることである。それゆえ、ＣＴは、緊急時や動くもの、さらに、金属を使用する場面に

おいて利用する画像診断装置として、あらたな位置づけを与えられ、例えば、手術中にＣＴをリアルタイ

ムで利用するという、それまでになかった、診断と治療のあり方を形成したのである。他方のＭＲＩも、

当初考えられていたようなＣＴと競合するものとしてではなく、生化学的情報に基づいた画像診断装置と

いう、ＣＴとは全く質的に異なる製品技術としての位置づけを持つようになる。	
 

さらに、ＣＴとＭＲＩの棲み分けの過程で変化するのは、製品技術の意味付けだけではない。診断と治

療というタスク技術のありかたも変化する。ＣＴが登場したときには、それまで用いられていたＸ線レン

トゲン撮影では解釈が困難だった多くの疾病が容易に判別できることから、ＣＴ画像に像が写っていない

から病変自体が存在しないと考える医師が増えるなど、あたかもＣＴ画像が診断を行うかのような印象が

持たれ、したがって診断における関心事はより優れたＣＴ画像の撮影だった。ところが、ＣＴにも見えな

いことがあり、ＣＴに見えないことが見えるＭＲＩにも限界があり、ＣＴとＭＲＩが一長一短であること

が知られることで、診断において、ＣＴとＭＲＩの画像を使い分けることが重視され、診断を行うのは画

像ではなく、それを解釈する医師の洞察力であることがあらためて強調されるようになる。このように、

複数の製品技術が棲み分ける過程では、診断というタスク技術も同時に変化し、変化したタスク技術のな

かでＣＴとＭＲＩといった製品技術が用いられるのであるi。	
 

結局、ＭＲＩはＣＴを駆逐したわけではない。むしろ、ＣＴと棲み分けることで、双方の市場を拡大し、

診断というタスク技術のあらたな境地を拓いた。このような現象は、技術革新をタスク技術の変化として

捉える限りにおいて、ＣＴもＭＲＩも技術革新であったと位置付けられるのである。	
 

この棲み分けの過程は、概念的には、以下のように整理できる（図１）。まず、ＣＴが登場する以前に

おいてもＸ線レントゲンなど多くの製品技術の使用を伴う診断というタスク技術がある（①）。このタス

ク技術に埋め込まれてＣＴは用いられることになる（②）。このタスク技術は認識された製品技術の機能

と一対一には対応せず、両者の間には差異が存在する。そして、製品技術の利用者は、このタスク技術は

この製品技術で達成できると期待するが、実際に製品技術を使ってみるとできない、という経験が蓄積さ

れると、これは製品技術の限界として認識される（③）。そして、この限界の認識があるがゆえに、次々

と登場する新規製品技術に対しては無関心でありながらも、限界を克服する製品技術が登場すると有効で

あると認識され、ＭＲＩのように、注目を集める（④）。注目された新規製品技術は既存の製品技術と比

較され、当初は新規製品技術にできて既存製品技術にできない側面が認識され、既存製品技術は新規製品

技術に置き換えられると考えられる（⑤）。しかし、現場には、既に設置されている既存技術がある以上、

よりすぐれた特性が新規製品技術にあるからといって、即座に既存製品技術の使用を止めるわけではない。

こうして新旧二つの製品技術を併用する中で、新規製品技術の使用経験が蓄積されると、新規製品技術に

も期待されながらできないことがあることが知られるようになる。すると、既存製品技術にできて新規製

品技術にはできないことに注目が集まり（⑥）、結果的に異なる側面が注目されるようになり（⑦）、２

つの製品技術は棲み分けるようになる（⑧）。このような製品技術の棲み分けは、同時にタスク技術の変

化を意味する。すなわち、製品技術の意味付けの変化によって、既存のタスク技術の領域をはみ出す側面

があり（⑨）、この側面が注目される（⑩）ことで、新たなタスク技術が形成されている（⑪）のである。

ただし、製品技術の棲み分けとタスク技術の変化は不可分に進行する。したがって、製品技術の棲み分け

がタスク技術の変化を導くという因果関係にあるわけでは決してないのだが、あえて図式化すれば、以上

のようになる。	
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図１	
 製品技術の棲み分けとタスク技術の変化	
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５．結論	
 

	
 	
 

本論の分析によれば、旧い製品技術は新しい製品技術に置き換えられずに相互に影響しあって

棲み分ける。その際、互いが互いのコンテキストになることで、双方の意味付けを可能にしてい

るii。意味付けの変化の過程は、旧い製品技術を使用しているタスク技術のもとで新しい製品技

術が使用され、そのことによって、競合し、置き換えられると考えられていた新旧２つの技術の

差異の認識と、それに伴うタスク技術の問い直しによって可能になっているiii。このようにタス

ク技術の変化として技術革新を見るとき、従来の議論で技術革新の典型と捉えられてきた製品技

術の置き換えは、むしろ棲み分けの失敗として位置付けることができる。	
 

	
 技術革新をタスク技術の変化として捉えることは、製品技術をメーカー（観察者）の視点から

ではなく、利用者の視点から捉えることを意味する。そこでは、製品技術の利用者による、自ら

のタスク技術における主体的な働きかけによって、複数の製品技術の差異の認識とタスクの問い

直しが可能になっていることが、視野の中心に位置する。これに対して、従来の議論のように製

品技術の変化として技術革新を捉えると、製品技術と需要だけしか視野に入らなくなる。このこ

とは、製品技術の利用主体を、需要と技術に受動的に従うだけの消極的な存在として捉えること

を意味する。それゆえ既存研究は相互作用を分析しようとしながら、主体の働きかけによる複雑

な意味形成の現実を捉えることに困難を感じてきたといえる。	
 

タスク技術という利用者の視点から新旧双方の製品技術を使い分けていくという論理は、技術

革新を具体的な製品技術の置き換えと捉える論理とは、異なるマネジメントを支持する。たとえ

ば、技術戦略の方向性は、所与の需要を探索して適合するメーカー主導の計画によって製品技術

を置き換えるのではなく、需要を所与とせずにユーザーの使用経験の蓄積による意味形成によっ

て棲み分けることとなる。取るべきマーケティング行動は、問題解決型でリニアな開発モデルの

なかで教育型プロモーションを行うものではなく、問題発見型でラピッド・プロトタイビングや

対話型営業を伴うものとなる。さらには、先発者優位か同質化か、という視点ではなく、新たな

価値創造の主体のひとつとして先発者は捉え直されるし、注目度が低かった旧い製品技術の市場

の新たな再構成にも焦点が当てられることになる。	
 

	
 

表１	
 既存研究と「棲み分けモデル」の対比iv	
 

	
 既存研究	
 技術革新の「棲み分けモデル」	
 

注目する製品技術の変化	
 置き換え	
 棲み分け	
 

事例	
 真空管と半導体など	
 映画とテレビなど	
 

技術の捉え方	
 物理的な製品技術	
 タスク技術	
 

技術革新の捉え方	
 製品技術の置き換え	
 タスク技術の変化	
 

視点の所在	
 観察者	
 利用者	
 

世界観	
 決定論	
 非決定論	
 

	
 
技術の戦略	
 

所与の需要に適合する	
 
メーカー主導の計画による
製品技術の置き換え	
 

需要を所与とせず	
 
ユーザーの使用経験の蓄積による

意味形成による棲み分け	
 

	
 
マーケティング行動	
 

問題解決型	
 
リニアな開発モデル	
 
教育型プロモーション	
 

問題発見型	
 
ラピッド・プロトタイビング	
 

対話型営業	
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